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清瀬市地域包括ケア推進課 
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超高齢社会の到来 
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■超高齢社会の到来（東京都） 

3 
資料：総務省「国勢調査」[昭和50年～平成２２年] 
   国立社会保障・人口問題研究所「都道府県の将来推計人口」（平成２５年３月推計）[平成27年～平成47年]  

 東京都の65歳以上の高齢者の総人口に占める割合（高齢化率）は、平成37年（2025年）には25.2％に達し、都民の4
人に１人が65歳以上の高齢者となり、さらに、平成47年（2035年）には29.8％に達し、都民のおよそ3割が65歳以上の
高齢者という社会が到来することが見込まれている。 
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■清瀬市の人口と高齢化率の推計 

4 資料：清瀬市高齢者保健福祉計画・第６期介護保険事業計画 
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■今後急速に高齢化が進む都市部（全国及び東京都） 
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   平成22年（2010年）から平成37年（2025年）にかけては、東京、大阪、愛知などの大都市圏において 
高齢者人口（65歳以上）が大幅に増加すると見込まれている。  

｢日本の都道府県別将来推計人口（平成２５年３月推計）について｣（国立社会保障・人口問題研究所） 



■後期高齢者(７５歳以上)人口の推計（東京都） 
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 平成３２年（２０２０年）に、後期高齢者の数が前期高齢者の数を上回り、全ての団塊の世代が後期高齢者とな
る平成３７年（２０２５年）には、都内の高齢者の約６割が後期高齢者となる。 

資料：国立社会保障・人口問題研究所「都道府県の将来推計人口」（平成25年3月推計）[平成27年～平成47年]  
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■第１号被保険者の認定率の推移(東京都) 
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■要介護認定者数と第１号被保険者の認定率の推計 (清瀬市) 

8 資料：清瀬市高齢者保健福祉計画・第６期介護保険事業計画 
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■今後急増する高齢者の一人暮らし世帯 
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○東京都における高齢世帯の一人暮らしの数及び高齢者世帯全体に占める比率は今後急
速に高まり、10年の64.7万人、38％から、35年に104.3万人、 44%になる。  

｢日本の世帯数の将来推計（都道府県別推計 ）（平成２６年４月推計）について｣（国立社会保障・人口問題研究所） 

高齢者世帯に占める一人暮らし世帯の数及び割合 

※高齢世帯とは世帯主の年齢が65歳以上の世帯をいう 

（単位：万人）
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全体に占める
割合

高齢者世帯数
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高齢者世帯数
全体に占める
割合

東京都 64.7 38.7% 89.0 41.9% 104.3 44.0% 1位

大阪府 44.6 37.2% 61.3 41.8% 64.5 43.8% 2位

鹿児島県 10.5 38.7% 12.5 40.2% 12.5 43.1% 3位

高知県 4.7 37.9% 5.5 40.0% 5.3 42.7% 4位
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埼玉県 20.8 25.5% 33.6 31.2% 38.0 34.3% 29位
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■高齢者の孤立化 
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65歳以上のひとり暮らし高齢者の自宅での死亡者数の推移（東京都23区） 

 都内２３区における６５歳以上の一人暮らし高齢者の自宅での死亡者数は、平成
１９年から７年連続で2,000人を超えている。 

出典：監察医務院「平成26年度版統計表及び統計図」 
注：「孤立死」の明確な定義はない。本資料においては、65歳以上のひとり暮らし高齢者で、 
   死亡場所が死者の住居内である者の数を折れ線グラフで表示した。 



■東京の高齢者を取り巻く状況：認知症高齢者の推計 
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全国の「認知症高齢者の日常生活自立度」Ⅱ以
上の高齢者の推計人数 

 平成22年 280万人 (9.5％) 

                  ↓ 

 平成37年 470万人 (12.8％) 

  

  国資料より（平成24年時点の推計） 

資料： 東京都「要介護者数・認知症高齢者数等の分布調査」 

     （平成25年11月）結果より推計 

※認知症高齢者生活自立度 

認知症高齢者の日常生活に関する自立度の判定基準とな
るもの（ランクはⅠからＭまで） 

Ⅰ：何らかの認知症の症状を有するが、日常生活は家庭内
及び社会的にほぼ自立している。 

Ⅱ：日常生活に支障を来たすような症状・行動や意思疎通の
困難さが多少見られても誰かが注意していれば自立できる 
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① 何らかの認知症の症状がある高齢者（認知症高齢者日常生活自立度Ⅰ以上）の増加 

② 見守り又は支援の必要な認知症高齢者（認知症高齢者日常生活自立度Ⅱ以上）の増加 



 
地域包括ケアシステムの構築 
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■超高齢社会に対応するため、地域包括ケアシステムの構築が必要 
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■介護の希望（本人の希望） 
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■介護の希望（家族の希望） 

15 



■生活支援・介護予防への注力の必要性 
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すべての高齢者（重度・軽度含む）に対し介護サービス・ 

医療サービス等を提供するには財政的・人的にも限界がある 

そこで地域の人々が高齢者を含む地域に住む人々を支える、生活支
援・介護予防に力を入れていく必要がある。その際、高齢者も支え手
として地域住民とともに支え合う地域づくりをめざす必要がある 

 

 

生活支援コーディネーター・協議体の設置が必要となる 



■生活支援・介護予防への注力 
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生活支援コーディネーター 
及び協議体の設置 



■生活支援サービスと高齢者の社会参加 

18 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

社会参加と介護予防効果の関係について① 

スポーツ関係・ボランティア・趣味関係のグループ等への社会参加の割合が高い地域ほど、転
倒や認知症やうつのリスクが低い傾向がみられる。 

2010年8月～2012年1月にかけて，北海道，東北，関東，東海，関西，
中国，九州，沖縄地方に分布する31自治体に居住する高齢者のう
ち，要介護認定を受けていない高齢者169,201人を対象に，郵送調査
（一部の自治体は訪問調査）を実施。 
112,123人から回答。 
（回収率66.3%） 
 

【研究デザインと分析方法】  
研究デザイン：横断研究 
分析方法：地域相関分析 

ボランティアグループ等の地域組織への参加割合が高い地域ほ
ど、認知症リスクを有する後期高齢者の割合が少ない相関が認め
られた。 

図表については、厚生労働科学研究班（研究代表者：近藤克則氏）からの提供 

趣味関係のグループへの参加割合が高い地域ほど、 
うつ得点（低いほど良い）の平均点が低い相関が認められた。 

JAGES（日本老年学的評価研究）
プロジェクト 

スポーツ組織への参加割合が高い地域ほど、 
過去1年間に転倒したことのある前期高齢者が少ない相関が認めら
れた。 

調査方法 
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調査方法 
 
 
 
 

社会参加と介護予防効果の関係について② 

高齢者では、同居以外の他者との交流が「毎日頻繁」な人と比べて、「月１～週１回未満」の人は  
１．３～１．４倍その後の要介護認定や認知症に至りやすく、「月１回未満」の人はそれらに加えて  
１．３倍早期死亡にも至りやすい。 

愛知県下6市町村において、2003年10月に実施された郵送調査に回
答した65歳以上の高齢者14,804人（回収率50.4%）のうち、調査時点で
歩行・入浴・排泄が自立していた12,085人について、調査後の約10年
間を追跡し、要介護状態への移行、認知症の発症と死亡状況を把握。 AGES（愛知老年学的評価研究）プロジェクト 

【研究デザインと分析方法】  
研究デザイン：縦断研究（前向きコホート研究） 
分析方法：Cox回帰分析 

同居者以外の他者との交流頻度と健康指標との関
係 

性別、年齢、世帯構成、就学
年数、婚姻状態、等価所得、
資料疾患の有無、物忘れの
有無、居住地域を調整した結
果 
 
調査時点後１年以内に各従
属変数のイベントが生じた
ケースを除外しても結果はほ
ぼ同じ 

斉藤雅茂・近藤克則・尾島俊之ほか（2015）日本公衆衛生雑誌．62(3): 95-
105 より 
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予防給付の見直しと 
地域支援事業の充実 
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■介護給付と保険料の推移（全国） 

２０００年度 

２００１年度 

２００２年度 

２００３年度 

２００４年度 

２００５年度 

２００６年度 

２００７年度 

２００８年度 

２００９年度 

２０１０年度 

２０１１年度 

２０１２年度 

２０１３年度 

２０１４年度 

2,911円 
（全国平均） 

3,293円 
（全国平均） 

4,090円 
（全国平均） 

事業運営期間 給付（総費用額） 事業計画 保険料 

3.6兆円 

4.6兆円 

5.2兆円 

4,160円 
（全国平均） 

第
三
期 

第
三
期 

第
二
期 

第
一
期 

第
四
期 

第
四
期 

第
五
期 

第
五
期 

5.7兆円 
6.2兆円 

6.4兆円 

6.4兆円 
6.7兆円 

6.9兆円 

7.4兆円 
7.8兆円 
8.2兆円 

8.9兆円 
9.4兆円 

10.0兆円 

4,972円 
（全国平均） 

第 

一 

期 

第 

二 

期 

・
・
・
 

２０２５年度 21兆円程度（改革シナリオ） 8,200円 
      程度 

※2011年度までは実績であり、2012～2013年は当初予算、2014年度は当初予算（案）である。 
※2025年度は社会保障に係る費用の将来推計について（平成24年３月）      

【出典】厚生労働省老健局振興課資料  22 
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介護予防給付 
 （要支援1～２） 

介護予防事業又は 

介護予防・日常生活支援総合事業 
○ 二次予防事業 
○ 一次予防事業 
介護予防・日常生活支援総合事業の場合 
は、上記の他、生活支援サービスを含む 
要支援者向け事業、介護予防支援事業。 

包括的支援事業 

○地域包括支援センターの運営 
  ・介護予防ケアマネジメント、総合相談 

     支援業務、権利擁護業務、 
     ケアマネジメント支援 

任意事業 
○ 介護給付費適正化事業 
○ 家族介護支援事業 
○ その他の事業 

新しい総合事業（要支援1～２、それ以外の者） 

○ 介護予防・生活支援サービス事業 
  ・訪問型サービス 
  ・通所型サービス 
  ・生活支援サービス（配食等） 
  ・介護予防支援事業（ケアマネジメント） 

○ 一般介護予防事業 

包括的支援事業  

○ 地域包括支援センターの運営 
（地域ケア会議の充実） 

○ 在宅医療・介護の連携推進 

○ 認知症施策の推進 

（認知症初期集中支援チーム、認知症地域支援推進員 等） 

○ 生活支援サービスの基盤整備 
（コーディネーターの配置、協議体の設置等） 

介護予防給付（要支援1～２） 

充
実 

現行と 
同様 

事業に移行 

訪問看護、福祉用具等 

訪問介護、通所介護 

多
様
化 

任意事業 
○ 介護給付費適正化事業 
○ 家族介護支援事業 
○ その他の事業 

地
域
支
援
事
業 

地
域
支
援
事
業 

介護給付 （要介護1～５） 介護給付（要介護1～５） 

新しい地域支援事業の全体像 
＜現行＞ ＜見直し後＞ 介護保険制度 
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○予防給付のうち訪問介護・通所介護について、区市町村が地域の実情に応じた取組ができる介護保険制度の地域支

援事業へ移行（２９年度末まで）。財源構成は給付と同じ（国、都道府県、区市町村、1号保険料、２号保険料）。 

○既存の介護事業所による既存のサービスに加えて、NPO、民間企業、ボランティアなど地域の多様な主体を活用して

高齢者を支援。高齢者は支え手側に回ることも。 

予防給付の見直しと生活支援サービスの充実 

 ・住民主体で参加しやすく、地域に根ざした介護予防活動の推進 
 ・元気な時からの切れ目ない介護予防の継続 
 ・リハビリテーション専門職等の関与による介護予防の取組 
 ・見守り等生活支援の担い手として、生きがいと役割づくりによる互助の推進 

 
 
・住民主体のサー
ビス利用の拡充 
 
・認定に至らない
高齢者の増加 
 
・重度化予防の推
進 

・専門的なサービスを必要とする人に
は専門的サービスの提供（専門サービ
スにふさわしい単価） 

・支援する側とされる側という画一的な
関係性ではなく、サービスを利用しな
がら地域とのつながりを維持できる 
 
・能力に応じた柔軟な支援により、介
護サービスからの自立意欲が向上 

 
 
・多様なニーズに
対するサービスの
拡がりにより、在
宅生活の安心確
保 

予防給付 
（全国一律の基準） 

地域支援事業 

移行 

移行 

・多様な担い手による多様なサービス
（多様な単価、住民主体による低廉な
単価の設定、単価が低い場合には利
用料も低減） 

同時に実現 

サービスの充実 

費用の効率化 

訪問介護 
ＮＰＯ、民間事業者等による掃除・洗濯等
の生活支援サービス 

住民ボランティアによるゴミ出し等の生活
支援サービス 

既存の訪問介護事業所による身体介護・
生活援助の訪問介護 

通所介護 

既存の通所介護事業所による機能訓練
等の通所介護 

ＮＰＯ、民間事業者等によるﾐﾆﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽ 

 ｺﾐｭﾆﾃｨｻﾛﾝ、住民主体の運動・交流の場 

リハビリ、栄養、口腔ケア等の専門職等関
与する教室 

介護予防・生活支援の充実 
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